
令和元年度執行事務事業

施策名 基本事業 番号 事務事業名

こどもの健やかな
成長と子育て支援

援護を必要とする子育て家庭への支援 1 要保護児童対策地域協議会運営事業

2 母子生活支援施設入所事業

3 母子・父子・寡婦自立支援事業

4 婦人保護事業

5 栃木県家庭相談員連絡協議会参画事業

6 子育て短期支援事業

7 佐野市母子寡婦福祉連合会支援事業

8 県南地区里親会参画事業

9 家庭児童相談室運営事業

10 養育支援訪問事業

11 母子家庭等自立支援給付金事業



年 月
年度

３

２

１

３ 市単独事業・国県補助事業

事業分類

任意的事業・義務的事業

実施方法

報償費

事業費

219

49

90

項目

130

R１年度（実績）

135

23

86.0

92

21

22

3

　　Ｈ１７年度～　　年度
リーディングプロジェクト

事務事業名 要保護児童対策地域協議会運営事業

基本目標

政　　策

一般

単年度繰り返し

施　　策

2 要保護児童対策地域協議会運営事業

事業
期間

会計

基本事業

短縮コード

5650

款

需用費需用費

03,815

2
1,000

項目

実務者会議の委員出席率 ％ 83.0

単位

69
69

33

H２９年度
（実績）

33 65件

％

④結果（どのような結果に結びつけますか？）

その他

一般財源

事業費計（A)

佐野市行政評価システム A表（共通シート）

評価対象年度　令和

45 需用費

事業費

（２）総事業費の推移・内訳

政策
体系

予算
科目

元

86.0

50.0

268

R３年度（目標）

0

49.0

11

項目

令和

事業費

負担金 0

83.0

R２年度
（目標）

50

児童福祉法、佐野市要保
護児童対策地域協議会設
置要綱

83.0

1,000 1,000
3,821 3,815
3,975トータルコスト（A)＋（B)

人
件
費 千円

千円

1,000
3,816

2人

時間

3,994

正規職員従事人数

のべ業務時間

人件費計（B)

日

担当課

担当課長名

R２年度（目標）

旅費 0

266

該当なし

76.1

R３年度
（目標）

継続事業

一般事業

99

65 60

R２年度
（目標）

児童虐待相談受理実件数 件

事業
計画

（１）事務事業の手段・目的・結果・各指標

33

％ 86.0

2

3,950 4,083

2

実施計画事業・一般事業

市長市政公約

安心して子育てのできるまちづくり

予算細事業名

こどもの健やかな成長と子育て支援

援護を必要とする子育て家庭への支援

1

56

根拠
法令

条例等

人

66.0

83

実務者会議委員数 人 23

１．事務事業の現状把握【DO】

代表者会議の委員出席率

R３年度
（見込）

113

21

23

R１年度
（実績）

33

代表者会議委員数 21

R２年度
（見込）

②対象（この事務事業は誰・何を対象としていますか？）

回数

90

対象指標

ケース検討会議実施数

虐待防止啓発広報活動回数
（リーフレット配布、広報活動

件

23

R１年度
（実績）

こども福祉部

①手段（事務事業の主な活動内容を記入します。）

令和元年度実績（令和元年度に行った主な活動内容）

5

家庭児童相談係

4

R３年度
（見込）

R１年度
（実績）

R２年度
（見込）

30

5

回数

18 48

4

H３０年度
（実績）

R３年度
（目標）

21

項

事業概要（具体的な事務事業の活動内容・進め方）

2

担当係

・要保護児童対策地域協議会の開催（代表者会議1回、実務者会議4回、個別ケース検討会議48回）
・虐待防止啓発広報活動　計4回
 　（虐待防止啓発リーフレットの配布6月・11月、「広報さの」に掲載8月・11月）

作成日
事務事業マネジメントシート

任意的事業

家庭児童相談課

政策体系コード 3213

直営

岩上　みちよ

国県補助事業

評価区分（事前評価・事後評価） 事後評価（Ａ・Ｂ表）

新規事業・継続事業

該当なし

健やかで元気に暮らせるまちづくり

佐野市要保護児童対策地域協議会を設置し、
関係機関の連携の下、児童虐待を始め要保
護児童等の早期発見に努め、対象児童に対
する適切な支援・保護を行う。
　また、市民に対する虐待防止啓発のため、
講演会の開催や啓発ちらし、虐待防止啓発
リーフレットの作成、配布をする。

担当
組織

担当部

5

目

審議会・協議会等運営事業

事
業
区
分

126

68

事業費の
内訳

千円

千円

千円

千円

地方債

千円 178
18

47

千円 26県支出金

107

活動指標

協議会開催実施数

目
的

今年度相談受理件数

成果指標

①要保護児童対策地域協議会委員
②要保護児童等（虐待児童含む）
③市民

千円

H２９年度（実績）

26

③意図（この事務事業によって、対象をどのような状態にしたいのですか？）

援護を必要とする家庭に対する支援が充実し
ている。

①情報の共有化や資質の向上を図り、要保護
児童等の早期発見に努め、適切な支援が図
れる。
②対象児童が早期に発見され、適切に保護・
支援される。
③児童虐待の実態や、児童虐待防止の取り
組みの重要性が認識される。

68

児童虐待相談受理実件数

児童虐待相談のうち終結した
割合

H３０年度（実績）

国庫支出金

事
業
費 報償費

投
入
量

財源内訳 単位

事業費

122報償費

項目

需用費

0

11

H２９年度
（実績）

5

44

上位成果指標

事業費

報償費

154
項目

単位

回数

単位 H２９年度
（実績）

H３０年度
（実績）

46.1

H３０年度
（実績）

単位

H３０年度
（実績）

R１年度
（実績）

H２９年度
（実績）

91.0



受益者負担を求める必要が
ない

理由・
改善案

市町村が、平成17年4月から児童福祉法等の一部改正により通告受理機関に加えられるとともに、
あらゆる子どもと家庭に対しての第一義的な相談支援機関となったため公平性の偏りはない。受益
者は、市民であり受益者負担はない。

（３）改革･改善を実現するうえで解決すべき
課題（壁）とその解決策

×○

低
下

（２）改革・改善による期待効果

廃止・休止の場合は、記入不要
×の領域は改革改善ではない。

（複数ある場合は、①②・・・と記入します。現状維持の場合は記入しません。）

成
果

コスト

向
上

維
持

× ×

＊評価結果に基づいた改革改善案を記入します。
削減

B表（事後評価シート）

前年度の評価結果 評価結果を受けて行った具体的な改革・改善の取組

現状維持 現状維持により対象外

②事務事業を取り巻く環境（対象者や
国・県などの法令等、社会情勢など）は
事務事業の開始時期や合併前と比べて
どのように変化していますか？

家庭児童相談課 担当係 家庭児童相談係要保護児童対策地域協議会運営事業

③この事務事業に対して、関係者（市
民、議会、事務事業対象者）からどのよ
うな意見・要望がありますか？

事務事業名 担当部

理由・
改善案

⑤類似事務事業との統合・連携の可能性　類似の目的や活動形態を持つ他の事務事業がありますか？　ある場合は、その事務事業との統合・連携ができますか？

こども福祉部 担当課

（３）事務事業を取り巻く環境変化・市民の意見等
平成１７年４月に児童福祉法の一部改正により、同年１１月に佐野市要保護児童対策地域協議会を
設置し事業を開始した。

２．事務事業の事後評価【Check】

（４）前年度の評価結果に対する改革・改善の取組

少子化・核家族化という社会情勢の変化とともに、要保護児童等の件数が増加傾向にあり、支援方
法についても複雑化している。平成２９年４月から児童福祉法の改正により、市町村が設置する要
保護児童対策地域協議会の調整機関は、国が定める基準に適合する研修を受けた専門職を必ず
配置することとされた。全国的に相次ぐ虐待事案あり、令和元年６月虐待防止法・児童福祉法の改
正のより、体罰の禁止などが令和２年４月から施行された。

平成21年12月議会において「児童虐待等市民から見える相談窓口を設置しているのか」「市民から
の通報、虐待件数、内容、近年の傾向」「未然防止策、発見・通報後における当局の取組」「虐待防
止ネットワークの関係機関との連携・協力のあり方」などの質問が出された。

①この事務事業は、いつ頃、どのような
きっかけで開始しましたか？

理由・
改善案

削減の余地はない
理由・
改善案

児童福祉法等に協議会の規定があり、増加傾向にある要保護児童問題に対して必要性は拡大する
ため、事業費の削減余地はない。

類似事務事業はない

＊類似事務事業があれば、名称を記入

⑥事業費・人件費の削減余地　事務事業の成果を低下させずに事業費・人件費を削減することができますか？

類似事務事業名

目
的
妥
当
性
評
価

④事務事業の成果向上余地　事務事業の成果は出ていますか？　事務事業のやり方・進め方を見直すことで成果を向上させることができますか？

成果向上余地がない
理由・
改善案

協議会の運営や広報・啓発活動により成果は出ている。

①政策体系との整合性　この事務事業の目的（対象・意図）は、政策体系（結果）に結びついていますか？

結びついている
理由・
改善案

要保護児童対策地域協議会委員が、情報の共有化や資質の向上を図り、児童虐待を始め要保護
児童等の早期発見に努め、対象児童に対する適切な支援・保護を行うことや、協議会の事業として
市民への虐待防止のための啓発活動を行う事は、援護を必要とする家庭に対する支援に結びつく。

②公共関与の妥当性　なぜこの事務事業を市が行わなければならないのですか？　民間やNPO、市民団体などに委ねることはできませんか？

児童福祉法第25条の２第1項に要保護児童対策地域協議会の設置が地方公共団体の努力義務と
されている。
市が行うことにより地域の実情に応じて協議会へ幅広い者を参加させることが可能であり、連携体
制も取りやすい。

③対象・意図の妥当性　事務事業の現状や成果から考えて、対象と意図を見直す必要がありますか？

妥当である
理由・
改善案

関係機関で連携して、児童虐待を始め要保護児童等の早期発見に努め、対象児童に対する適切な
支援・保護を行うことを目的としているため、対象と意図は妥当である。

市が行わなければならない

現状維持（従来通り実施）

増加

有
効
性
評
価

⑧本事業の休止・終了条件（本事業はどんな状態になれば休止・廃止、事業終了となるか？）総
合
評
価

児童福祉法第25条の2第1項の規定に基づき、佐野市要保護児童対策地域協議会を設置している。法の改正で設置の必要がなくならな
い限り事業終了はない。

維持

効
率
性
評
価

公
平
性
評
価

３．評価結果の総括と今後の方向性【Action】

（１）今後の事務事業の方向性

⑦受益者負担の適正化余地　この事務事業の受益者は誰ですか？事務事業の目的や成果から考えて受益者負担を見直す必要がありますか？



年 月
年度

３

２

１

３

0

5,761

H２９年度
（実績）

8

上位成果指標

事業費

委託料

13,090
項目

単位

人

単位 H２９年度
（実績）

H３０年度
（実績）

H３０年度
（実績）

単位

H３０年度
（実績）

R１年度
（実績）

H２９年度
（実績）

事業費

9,907委託料

項目

活動指標

入所者

目
的

新規相談者

成果指標

１８歳未満の子どもを養育している母子家庭
等の母と子で、保護が必要な者

千円

H２９年度（実績）

4,846

③意図（この事務事業によって、対象をどのような状態にしたいのですか？）

支援を必要とする家庭に対する支援を行う

退所後も精神的・経済的に安定し自立した生
活が営める

6,878

自立支援プログラム策定件数

H３０年度（実績）

国庫支出金

事
業
費 委託料

投
入
量

財源内訳 単位

2,638

3,439

事業費の
内訳

千円

千円

千円

千円

地方債

千円 9,907
2,773

千円 2,423県支出金

13,090

2

担当係

・DV被害者等の母子を本室や警察で保護し一時保護となった。その後、市において母子生活支援施
設を探し施設との連絡調整、毎月の委託料の支払い、自立への支援、国・県補助金の申請、清算等
を行った。

作成日
事務事業マネジメントシート

義務的事業

家庭児童相談課

政策体系コード 3213

直営

岩上　みちよ

国県補助事業

評価区分（事前評価・事後評価） 事後評価（Ａ・Ｂ表）

新規事業・継続事業

該当なし

健やかで元気に暮らせるまちづくり

生活上の問題のため、子どもの養育が充分で
きない場合などに、子どもと一緒に入所させて
保護する。
・女性相談員による入所者との面談
・毎月の委託料の支出
・国・県補助金の申請、清算

担当
組織

担当部

11

目

その他直接サービス提供事業

事
業
区
分

R１年度
（実績）

こども福祉部

①手段（事務事業の主な活動内容を記入します。）

令和元年度実績（令和元年度に行った主な活動内容）

11

家庭児童相談係

３３年度
（見込）

R１年度
（実績）

R２年度
（見込）

13

H３０年度
（実績）

R３年度
（目標）

2

項

事業概要（具体的な事務事業の活動内容・進め方）

新規入所者 2

R２年度
（見込）

②対象（この事務事業は誰・何を対象としていますか？）

2

対象指標

人

実施計画事業・一般事業

市長市政公約

安心して子育てのできるまちづくり

予算細事業名

こどもの健やかな成長と子育て支援

援護を必要とする子育て家庭への支援

3

根拠
法令

条例等

人

1

１．事務事業の現状把握【DO】

３３年度
（見込）

3,106

0

R１年度
（実績）

2退所者 人

事業
計画

（１）事務事業の手段・目的・結果・各指標

2

1

12,435 18,927

1

日

担当課

担当課長名

R２年度（目標）

266

該当なし

R３年度
（目標）

継続事業

一般事業

0

4 4

R２年度
（目標）

180 180
688 687

13,778トータルコスト（A)＋（B)

人
件
費 千円

千円

180
687

1人

時間

10,594

正規職員従事人数

のべ業務時間

人件費計（B)

令和

事業費

R２年度
（目標）

10

児童福祉法、佐野市助産施
設及び母子生活支援施設入
所事務取扱規則

佐野市行政評価システム A表（共通シート）

評価対象年度　令和

事業費

（２）総事業費の推移・内訳

政策
体系

予算
科目

元

18,240

R３年度（目標）

0

2,881

項目 項目

単位

9,120
4,560

12

H２９年度
（実績）

11 10件

④結果（どのような結果に結びつけますか？）

その他

一般財源

事業費計（A)

0687

1
180

3

　Ｓ６２年度～　　年度
リーディングプロジェクト

事務事業名 母子生活支援施設入所事業

基本目標

政　　策

一般

単年度繰り返し

施　　策

2 母子生活支援施設入所事業

事業
期間

会計

基本事業

短縮コード

6041

款

市単独事業・国県補助事業

事業分類

任意的事業・義務的事業

実施方法

委託料

事業費

18,24011,748

項目

4,560

R１年度（実績）

11,748

2

7



現状維持（従来通り実施）

増加

有
効
性
評
価

⑧本事業の休止・終了条件（本事業はどんな状態になれば休止・廃止、事業終了となるか？）総
合
評
価

児童福祉法を根拠としているので法律の改正がないかぎり事業終了とはならない。

維持

効
率
性
評
価

公
平
性
評
価

３．評価結果の総括と今後の方向性【Action】

（１）今後の事務事業の方向性

⑦受益者負担の適正化余地　この事務事業の受益者は誰ですか？事務事業の目的や成果から考えて受益者負担を見直す必要がありますか？

目
的
妥
当
性
評
価

④事務事業の成果向上余地　事務事業の成果は出ていますか？　事務事業のやり方・進め方を見直すことで成果を向上させることができますか？

成果向上余地がない
理由・
改善案

退所後の入所者に対して、きめ細やかな支援ができるよう、母子自立支援員・家庭相談員と連携を
図っている。新規の入所者はいなかったが、3世帯が継続して入所している。

①政策体系との整合性　この事務事業の目的（対象・意図）は、政策体系（結果）に結びついていますか？

結びついている
理由・
改善案

生活上の問題により、一時的に生活の場が必要な母子家庭への支援は、市の政策に結びつくもの
である。

②公共関与の妥当性　なぜこの事務事業を市が行わなければならないのですか？　民間やNPO、市民団体などに委ねることはできませんか？

民間のシェルター等は入所者に費用負担があり、増加傾向にあるDV被害者らに請求することは困
難なため、国・県・市で費用を分担する等事業は妥当である。

③対象・意図の妥当性　事務事業の現状や成果から考えて、対象と意図を見直す必要がありますか？

妥当である
理由・
改善案

入所を希望する母親の中には生活力に乏しく、子どもは小学生というケースが多いため妥当であ
る。

市が行わなければならない

理由・
改善案

削減の余地はない
理由・
改善案

事業費について、委託料に関しては、国で単価を決定しているため、これ以上のコスト削減は見込
めない。
人件費については、職員・女性相談員が各1名ずつで対応しているため、これ以上のコスト削減は見
込めない。

類似事務事業はない

＊類似事務事業があれば、名称を記入

⑥事業費・人件費の削減余地　事務事業の成果を低下させずに事業費・人件費を削減することができますか？

類似事務事業名

事務事業名 担当部

理由・
改善案

⑤類似事務事業との統合・連携の可能性　類似の目的や活動形態を持つ他の事務事業がありますか？　ある場合は、その事務事業との統合・連携ができますか？

こども福祉部 担当課

（３）事務事業を取り巻く環境変化・市民の意見等
昭和６２年入所措置規則制定　平成１４年廃止　同年入所事務取扱規則を制定

２．事務事業の事後評価【Check】

（４）前年度の評価結果に対する改革・改善の取組

平成１４年度事務移管された

なし

①この事務事業は、いつ頃、どのような
きっかけで開始しましたか？

＊評価結果に基づいた改革改善案を記入します。
削減

B表（事後評価シート）

前年度の評価結果 評価結果を受けて行った具体的な改革・改善の取組

現状維持 現状維持により対象外

②事務事業を取り巻く環境（対象者や
国・県などの法令等、社会情勢など）は
事務事業の開始時期や合併前と比べて
どのように変化していますか？

家庭児童相談課 担当係 家庭児童相談係母子生活支援施設入所事業

③この事務事業に対して、関係者（市
民、議会、事務事業対象者）からどのよ
うな意見・要望がありますか？

コスト

向
上

維
持

× ×

受益者負担を求める必要が
ない

理由・
改善案

主に無収入・低所得者の女性が対象であるため、負担を求めるのは不可能である。

（３）改革･改善を実現するうえで解決すべき
課題（壁）とその解決策

×○

低
下

（２）改革・改善による期待効果

廃止・休止の場合は、記入不要
×の領域は改革改善ではない。

（複数ある場合は、①②・・・と記入します。現状維持の場合は記入しません。）

成
果



年 月
年度

３

２

１

３ 市単独事業・国県補助事業

事業分類

任意的事業・義務的事業

850

実施方法

報酬

事業費

4,232

917

9

4,164

項目

5,305

R１年度（実績）

4,850

179

100.0

883

623

160

3

　Ｈ１５年度～　　年度
リーディングプロジェクト

旅費

事務事業名 母子・父子・寡婦自立支援事業

基本目標

政　　策

一般

単年度繰り返し

施　　策

2 母子・寡婦自立支援事業

事業
期間

会計

基本事業

短縮コード

6045

款

共済費共済費

01,373

1
360

負担金補助金及び交付金

46需用費

項目

12

単位

160
696

12

H２９年度
（実績）

11 10件

④結果（どのような結果に結びつけますか？）

その他

一般財源

事業費計（A)

佐野市行政評価システム A表（共通シート）

評価対象年度　令和 

658 職員手当等

事業費

（２）総事業費の推移・内訳

16

政策
体系

予算
科目

元

100.0

6,177

R３年度（目標）

0

707

項目

令和

事業費

負担金補助金及び交付金 4

15

4

報償費役務費 75

R２年度
（目標）

10

共済費

母子及び父子並びに寡婦福祉法、佐野
市母子自立支援員設置規則、佐野市母
子家庭自立支援教育訓練給付金支給要
綱

360 360
1,376 1,373
6,308トータルコスト（A)＋（B)

人
件
費 千円

千円

360
1,374

1人

時間

6,308

正規職員従事人数

のべ業務時間

人件費計（B)

日

担当課

担当課長名

R２年度（目標）

需用費 35 需用費

266

該当なし

R３年度
（目標）

継続事業

一般事業

700

10 10

R２年度
（目標）

自立支援プログラム策定件数 件

事業
計画

（１）事務事業の手段・目的・結果・各指標

11

％ 75.0

1

負担金補助金及び交付金

6,223 7,550

128

3

1

実施計画事業・一般事業

市長市政公約

安心して子育てのできるまちづくり

予算細事業名

こどもの健やかな成長と子育て支援

援護を必要とする子育て家庭への支援

3

654

根拠
法令

条例等

件

13

889

教育訓練、自立支援に関するも
の

件 166

１．事務事業の現状把握【DO】

自立支援プログラム策定件数
のうち目標達成した割合

R３年度
（見込）

3,971

478

176

R１年度
（実績）

12

うち貸付に関するもの 625

R２年度
（見込）

②対象（この事務事業は誰・何を対象としていますか？）

件

700

対象指標

貸付件数

件

9

R１年度
（実績）

こども福祉部

①手段（事務事業の主な活動内容を記入します。）

令和元年度実績（令和元年度に行った主な活動内容）

700

家庭児童相談係

R３年度
（見込）

R１年度
（実績）

R２年度
（見込）

10

883

23 0

H３０年度
（実績）

R３年度
（目標）

500

項

事業概要（具体的な事務事業の活動内容・進め方）

2

担当係

・母子父子自立支援員２名設置
・相談及び貸付業務
・自立支援プログラム策定10件

作成日
事務事業マネジメントシート

義務的事業

家庭児童相談課

政策体系コード 3213

直営

岩上　みちよ

国県補助事業

評価区分（事前評価・事後評価） 事後評価（Ａ・Ｂ表）

新規事業・継続事業

該当なし

健やかで元気に暮らせるまちづくり

母子父子自立支援員を2名委嘱し、母子家庭・
父子家庭及び寡婦の自立のための相談を受
け、指導及び支援をする(自立支援プログラム
策定等)。
また、母子父子寡婦福祉貸付金の相談・指導
を扱う。

担当
組織

担当部

700

目

相談事業

事
業
区
分

13
3,912

697

事業費の
内訳

千円

千円

千円

千円

地方債

千円 4,934
4,062

654

千円 849県支出金

4,164

活動指標

母子・父子・寡婦相談の延件
数

目
的

相談延件数

成果指標

母子家庭・父子家庭及び寡婦で、相談支援・
経済的な支援・就労支援を求める者

千円

H２９年度（実績）

160

③意図（この事務事業によって、対象をどのような状態にしたいのですか？）

援護を必要とする家庭に対する支援を行う

精神的・経済的にも自立し、安心して生活でき
る

160

自立支援プログラム策定件数

H３０年度（実績）

国庫支出金

事
業
費 報酬

投
入
量

財源内訳 単位

事業費

4,188報酬

項目

需用費

負担金補助金及び交付金 3

共済費

88

0

160

H２９年度
（実績）

889

上位成果指標

事業費

報酬

4,932
項目

単位

件

単位 H２９年度
（実績）

H３０年度
（実績）

H３０年度
（実績）

単位

H３０年度
（実績）

R１年度
（実績）

H２９年度
（実績）

64.0



受益者負担を求める必要が
ない

理由・
改善案

経済的に不安定な家庭に受益者負担金を求めるのは困難である。

（３）改革･改善を実現するうえで解決すべき
課題（壁）とその解決策

×○

低
下

（２）改革・改善による期待効果

廃止・休止の場合は、記入不要
×の領域は改革改善ではない。

（複数ある場合は、①②・・・と記入します。現状維持の場合は記入しません。）

成
果

コスト

向
上

維
持

× ×

＊評価結果に基づいた改革改善案を記入します。
削減

B表（事後評価シート）

前年度の評価結果 評価結果を受けて行った具体的な改革・改善の取組

現状維持 現状維持により対象外

②事務事業を取り巻く環境（対象者や
国・県などの法令等、社会情勢など）は
事務事業の開始時期や合併前と比べて
どのように変化していますか？

家庭児童相談課 担当係 家庭児童相談係母子・父子・寡婦自立支援事業

③この事務事業に対して、関係者（市
民、議会、事務事業対象者）からどのよ
うな意見・要望がありますか？

事務事業名 担当部

理由・
改善案

⑤類似事務事業との統合・連携の可能性　類似の目的や活動形態を持つ他の事務事業がありますか？　ある場合は、その事務事業との統合・連携ができますか？

こども福祉部 担当課

（３）事務事業を取り巻く環境変化・市民の意見等
母子及び寡婦福祉法第8条第1項の規定に基づき、平成15年より、佐野市母子自立支援員を設置し
た。

２．事務事業の事後評価【Check】

（４）前年度の評価結果に対する改革・改善の取組

母子自立支援員は、県の設置であったが、平成15年度からは佐野市の臨時嘱託員となった。合併
に伴い、平成17年度から2名になった。

H24外部評価会議で成果指標を見直し、窓口での成果を向上させる。その成果を把握することで、今後の事
業の向上を図っていくという意見が出され、政策会議結果、今後の方向性は「事業のやり方改善」、方向性の
内容については「成果指標を見直し・検討し、成果向上を図る。」とされた。

①この事務事業は、いつ頃、どのような
きっかけで開始しましたか？

理由・
改善案

削減の余地はない
理由・
改善案

母子自立支援員の事業内容も拡大しているため、コスト削減の余地はない。
人件費に関しては、正職員1名で行っているため、これ以上の削減は不可能である。

類似事務事業はない

＊類似事務事業があれば、名称を記入

⑥事業費・人件費の削減余地　事務事業の成果を低下させずに事業費・人件費を削減することができますか？

類似事務事業名

目
的
妥
当
性
評
価

④事務事業の成果向上余地　事務事業の成果は出ていますか？　事務事業のやり方・進め方を見直すことで成果を向上させることができますか？

成果向上余地がない
理由・
改善案

適性な成果目標を定め、フォローもきめ細かく実施している。

①政策体系との整合性　この事務事業の目的（対象・意図）は、政策体系（結果）に結びついていますか？

結びついている
理由・
改善案

経済的にも精神的にも負担の多い母子・寡婦を対象とした支援事業は市の政策に結びついている。

②公共関与の妥当性　なぜこの事務事業を市が行わなければならないのですか？　民間やNPO、市民団体などに委ねることはできませんか？

母子及び寡婦福祉法に基づき実施している事業であるため、市が行うのは妥当である。

③対象・意図の妥当性　事務事業の現状や成果から考えて、対象と意図を見直す必要がありますか？

妥当である
理由・
改善案

母子家庭や寡婦同様、父子家庭も支援が必要と思われるケースが増加しているため、相談支援の
対象とした。

市が行わなければならない

現状維持（従来通り実施）

増加

有
効
性
評
価

⑧本事業の休止・終了条件（本事業はどんな状態になれば休止・廃止、事業終了となるか？）総
合
評
価

離婚件数も増加傾向にあり、それに比例して相談者も増えている。また、児童扶養手当の減額措置に伴い、貸付・就労支援のニーズも高
まっているため、このような状況がなくならない限り、事業の廃止・休止は不可能である。

維持

効
率
性
評
価
公
平
性
評
価

３．評価結果の総括と今後の方向性【Action】

（１）今後の事務事業の方向性

⑦受益者負担の適正化余地　この事務事業の受益者は誰ですか？事務事業の目的や成果から考えて受益者負担を見直す必要がありますか？



年 月
年度

３

２

１

３ 市単独事業・国県補助事業

事業分類

任意的事業・義務的事業

425

実施方法

報酬

事業費

2,116

459

2

2,094

項目

2,012

R１年度（目標）

2,433

1

19

3

3

　Ｓ５５年度～　　年度
リーディングプロジェクト

旅費

事務事業名 婦人保護事業

基本目標

政　　策

一般

単年度繰り返し

施　　策

2 婦人保護事業

事業
期間

会計

基本事業

短縮コード

6044

款

共済費共済費

01,145

扶助費

2
300

7

使用料及び賃借料

負担金補助金及び交付金

23需用費

項目

0

単位

1,175

33

H２９年度
（実績）

33 65件

％

④結果（どのような結果に結びつけますか？）

その他

一般財源

事業費計（A)

佐野市行政評価システム A表（共通シート）

評価対象年度　令和

294 職員手当等

事業費

（２）総事業費の推移・内訳

7

政策
体系

予算
科目

元

1

50.0

3,194

R３年度（目標）

0

49.0

項目

令和

事業費

需用費 22

20

3負担金補助金及び交付金 7

20

使用料及び賃借料

負担金補助金及び交付金

使用料及び賃借料 20

扶助費

R２年度
（目標）

50

共済費

男女共同参画社会基本法、売春防
止法、配偶者からの暴力の防止及
び被害者の保護に関する法律

300 300
1,146 1,145
3,625トータルコスト（A)＋（B)

人
件
費 千円

千円

300
1,145

2人

時間

3,625

正規職員従事人数

のべ業務時間

人件費計（B)

日

担当課

担当課長名

R２年度（目標）

旅費 13 旅費

266

該当なし

R３年度
（目標）

継続事業

一般事業

24

1 1

R２年度
（目標）

保護施設に緊急一時保護をし
た者(上記の内)

人

事業
計画

（１）事務事業の手段・目的・結果・各指標

3

人 3

2

需用費

3,578 4,339

94

62

8

扶助費 0

2

実施計画事業・一般事業

市長市政公約

安心して子育てのできるまちづくり

予算細事業名

こどもの健やかな成長と子育て支援

援護を必要とする子育て家庭への支援

3

327

根拠
法令

条例等

人

0

66.0

22

１．事務事業の現状把握【DO】

保護施設から退所した者

R３年度
（見込）

1,376

1

R１年度
（見込）

3

保護を求める者 3

R２年度
（見込）

②対象（この事務事業は誰・何を対象としていますか？）

件

20

対象指標

ＤＶ被害者の緊急一時保護件
数

人

3

R１年度
（目標）

こども福祉部

①手段（事務事業の主な活動内容を記入します。）

令和元年度実績（令和元年度に行った主な活動内容）

450

家庭児童相談係

R３年度
（見込）

R１年度
（見込）

R２年度
（見込）

1

721

3 1

H３０年度
（実績）

R３年度
（目標）

1

項

事業概要（具体的な事務事業の活動内容・進め方）

2

担当係

・婦人相談（通年）
・緊急一時保護（　1件）

作成日
事務事業マネジメントシート

義務的事業

家庭児童相談課

政策体系コード 3213

直営

岩上　みちよ

国県補助事業

評価区分（事前評価・事後評価） 事後評価（Ａ・Ｂ表）

新規事業・継続事業

該当なし

健やかで元気に暮らせるまちづくり

・婦人相談
　売春防止法に基づき、女性相談員を設置し、
婦人保護に関する相談業務を行っている。

・配偶者からの暴力（DV）被害者の緊急一時
保護

※配偶者の暴力とは、配偶者からの身体に対
する暴力、又は、これに準ずる心身に有害な
影響を及ぼす言動をいう

担当
組織

担当部

450

目

相談事業

事
業
区
分

6
1,554

事業費の
内訳

千円

千円

千円

千円

地方債

千円

23

2,480
1,408

323

負担金補助金及び交付金

千円県支出金

2,094

00

活動指標

婦人相談の延件数

目
的

相談者（ＤＶ）

成果指標

支援、保護を必要とする女性

千円

H２９年度（実績）

920

③意図（この事務事業によって、対象をどのような状態にしたいのですか？）

援助を必要とする家庭に対する支援を行う

精神的・経済的に安心して自立した生活が営
める

1,071

①児童虐待相談受理件数

②児童虐待相談のうち終結し
た割合

H３０年度（実績）

国庫支出金

事
業
費 報酬

投
入
量

財源内訳 単位

事業費

2,094報酬

項目

扶助費

旅費

需用費

6

21

共済費

使用料及び賃借料

7

0

1,057

H２９年度
（実績）

442

上位成果指標

事業費

報酬

2,479
項目

単位

件

単位 H２９年度
（実績）

H３０年度
（実績）

46.1

H３０年度
（実績）

単位

H３０年度
（実績）

R１年度
（目標）

H２９年度
（実績）

2



受益者負担を求める必要が
ない

理由・
改善案

収入のない、あるいはあっても少ない女性が対象であるため、負担を求める余地はない。

（３）改革･改善を実現するうえで解決すべき
課題（壁）とその解決策

×○

低
下

（２）改革・改善による期待効果

廃止・休止の場合は、記入不要
×の領域は改革改善ではない。

（複数ある場合は、①②・・・と記入します。現状維持の場合は記入しません。）

成
果

コスト

向
上

維
持

× ×

＊評価結果に基づいた改革改善案を記入します。
削減

B表（事後評価シート）

前年度の評価結果 評価結果を受けて行った具体的な改革・改善の取組

現状維持 現状維持により対象外

②事務事業を取り巻く環境（対象者や
国・県などの法令等、社会情勢など）は
事務事業の開始時期や合併前と比べて
どのように変化していますか？

家庭児童相談課 担当係 家庭児童相談係婦人保護事業

③この事務事業に対して、関係者（市
民、議会、事務事業対象者）からどのよ
うな意見・要望がありますか？

事務事業名 担当部

理由・
改善案

⑤類似事務事業との統合・連携の可能性　類似の目的や活動形態を持つ他の事務事業がありますか？　ある場合は、その事務事業との統合・連携ができますか？

こども福祉部 担当課

（３）事務事業を取り巻く環境変化・市民の意見等
婦人相談員設置　昭和５５年から女性相談員になる

２．事務事業の事後評価【Check】

（４）前年度の評価結果に対する改革・改善の取組

婦人相談は、新規も増加しているが継続者が多い。話をするだけで気分が楽になる相談者もいる。
ＤＶ被害者はその年によって異なるが増加傾向にある。

平成２８年度の外部評価会議において、「DV等への対応を手厚くするため、人員増・予算増を検討し
充実を図る必要性がある」、「男女共同参画事業との統合はできないが、それぞれの業務内容をわ
かりやすく周知・啓発する必要性がある」との方向性が示された。

①この事務事業は、いつ頃、どのような
きっかけで開始しましたか？

理由・
改善案

削減の余地はない
理由・
改善案

事業費に関しては、必要最低限のコストで実施しているため削減の余地はない。

類似事務事業はない

＊類似事務事業があれば、名称を記入

⑥事業費・人件費の削減余地　事務事業の成果を低下させずに事業費・人件費を削減することができますか？

類似事務事業名

目
的
妥
当
性
評
価

④事務事業の成果向上余地　事務事業の成果は出ていますか？　事務事業のやり方・進め方を見直すことで成果を向上させることができますか？

成果向上余地がない
理由・
改善案

家庭相談員・母子・父子自立支援員及び他課との連携を図り、相談者に対して、きめ細やかな支援
をしている。

①政策体系との整合性　この事務事業の目的（対象・意図）は、政策体系（結果）に結びついていますか？

結びついている
理由・
改善案

日常生活上何らかの問題を有する女子を適切に保護、援助することを目的として女性相談員を設置
し、婦人保護に関する相談業務を行うことは市の政策に結びついている。

②公共関与の妥当性　なぜこの事務事業を市が行わなければならないのですか？　民間やNPO、市民団体などに委ねることはできませんか？

DV被害者に対する支援は、庁内外のあらゆる機関と連携を図る必要があるため、市が主体となっ
て実施することは妥当である。

③対象・意図の妥当性　事務事業の現状や成果から考えて、対象と意図を見直す必要がありますか？

妥当である
理由・
改善案

男性の相談者も増えているが、緊急一時保護が必要なケースは現在のところ女性のみである。

市が行わなければならない

現状維持（従来通り実施）

増加

有
効
性
評
価

⑧本事業の休止・終了条件（本事業はどんな状態になれば休止・廃止、事業終了となるか？）総
合
評
価

相談者数は事業開始当時より減少しておらず、内容も深刻になっているため、このような状態がなくならない限り、事業終了は不可能であ
る。

維持

効
率
性
評
価

公
平
性
評
価

３．評価結果の総括と今後の方向性【Action】

（１）今後の事務事業の方向性

⑦受益者負担の適正化余地　この事務事業の受益者は誰ですか？事務事業の目的や成果から考えて受益者負担を見直す必要がありますか？



年 月
年度

３

２

１

３ 市単独事業・国県補助事業

事業分類

任意的事業・義務的事業

実施方法

負担金補助金及び交付金

事業費

1212

項目

12

R１年度（実績）

12

4

3

　Ｓ４７年度～　　年度
リーディングプロジェクト

事務事業名 栃木県家庭相談員連絡協議会参画事業

基本目標

政　　策

一般

単年度繰り返し

施　　策

2 栃木県家庭相談員連絡協議会参画事業

事業
期間

会計

基本事業

短縮コード

5652

款

08

1
2

項目

単位

33

H２９年度
（実績）

33 65件

％

④結果（どのような結果に結びつけますか？）

その他

一般財源

事業費計（A)

佐野市行政評価システム A表（共通シート）

評価対象年度　令和

事業費

（２）総事業費の推移・内訳

政策
体系

予算
科目

元

50.0

12

R３年度（目標）

0

49.0

項目

令和

事業費

R２年度
（目標）

50

栃木県家庭相談員連絡協
議会会則

2 2
8 8

20トータルコスト（A)＋（B)

人
件
費 千円

千円

2
8

1人

時間

20

正規職員従事人数

のべ業務時間

人件費計（B)

日

担当課

担当課長名

R２年度（目標）

266

該当なし

R３年度
（目標）

継続事業

一般事業

4

4 4

R２年度
（目標）

研修会参画が有意義であった
と回答した家庭相談員

人

事業
計画

（１）事務事業の手段・目的・結果・各指標

4

1

20 20

1

実施計画事業・一般事業

市長市政公約

安心して子育てのできるまちづくり

予算細事業名

こどもの健やかな成長と子育て支援

援護を必要とする子育て家庭への支援

1

根拠
法令

条例等

66.0

4

１．事務事業の現状把握【DO】

R３年度
（見込）

12

R１年度
（実績）

4

R２年度
（見込）

②対象（この事務事業は誰・何を対象としていますか？）

4

対象指標

人

R１年度
（実績）

こども福祉部

①手段（事務事業の主な活動内容を記入します。）

令和元年度実績（令和元年度に行った主な活動内容）

4

家庭児童相談係

R３年度
（見込）

R１年度
（実績）

R２年度
（見込）

5

H３０年度
（実績）

R３年度
（目標）

項

事業概要（具体的な事務事業の活動内容・進め方）

2

担当係

(市の活動)
・栃木県家庭相談員連絡協議会に負担金の支出、年1回の会議、年3回の研修会に参加し要保護児
童に関する情報交換・情報収集を行い、資質の向上を図った。
（栃木県家庭相談員連絡協議会の活動）
・家庭児童相談室の充実強化と児童福祉の増進を図り、家庭相談員相互の親睦と連絡協調を図る
ことを目的に、総会、理事会、研修会、児童福祉施設の視察等の事業を行った。

作成日
事務事業マネジメントシート

義務的事業

家庭児童相談課

政策体系コード 3213

直営

岩上　みちよ

市単独事業

評価区分（事前評価・事後評価） 事後評価（Ａ・Ｂ表）

新規事業・継続事業

該当なし

健やかで元気に暮らせるまちづくり

栃木県家庭相談員連絡協議会に会員として
負担金２名分を支出している。協議会主催の
会議や研修会に参加することにより、家庭児
童相談室の充実強化と児童福祉の増進を図
り、家庭相談員相互の親睦と連絡協調を図
る。

※栃木県家庭相談員連絡協議会とは、児童
福祉の推進を目的として県内１４の福祉事務
所に勤務する家庭相談員を会員として構成し
ている団体である。会員37名

担当
組織

担当部

4

目

参画事業

事
業
区
分

12

事業費の
内訳

千円

千円

千円

千円

地方債

千円 12
12

千円県支出金

12

活動指標

会議・研修会出席回数

目
的

佐野市家庭相談員数

成果指標

佐野市家庭相談員

（参画対象団体）
栃木県家庭相談員連絡協議会

千円

H２９年度（実績）

③意図（この事務事業によって、対象をどのような状態にしたいのですか？）

援護を必要とする家庭に対する支援が充実し
ている。

家庭相談員の資質の向上が図られる。

児童虐待相談受理件数

児童虐待相談のうち終結した
割合

H３０年度（実績）

国庫支出金

事
業
費 負担金補助金及び交付金

投
入
量

財源内訳 単位

事業費

12負担金補助金及び交付金

項目

0

H２９年度
（実績）

5

上位成果指標

事業費

負担金補助金及び交付金

12
項目

単位

回

単位 H２９年度
（実績）

H３０年度
（実績）

46.1

H３０年度
（実績）

単位

H３０年度
（実績）

R１年度
（実績）

H２９年度
（実績）



受益者負担を求める必要が
ない

理由・
改善案

家庭相談員の資質向上は相談支援を必要とする市民が受益者となるため受益者負担はない。

（３）改革･改善を実現するうえで解決すべき
課題（壁）とその解決策

×○

低
下

（２）改革・改善による期待効果

廃止・休止の場合は、記入不要
×の領域は改革改善ではない。

（複数ある場合は、①②・・・と記入します。現状維持の場合は記入しません。）

成
果

コスト

向
上

維
持

× ×

＊評価結果に基づいた改革改善案を記入します。
削減

B表（事後評価シート）

前年度の評価結果 評価結果を受けて行った具体的な改革・改善の取組

現状維持 現状維持により対象外

②事務事業を取り巻く環境（対象者や
国・県などの法令等、社会情勢など）は
事務事業の開始時期や合併前と比べて
どのように変化していますか？

家庭児童相談課 担当係 家庭児童相談係栃木県家庭相談員連絡協議会参画事業

③この事務事業に対して、関係者（市
民、議会、事務事業対象者）からどのよ
うな意見・要望がありますか？

事務事業名 担当部

理由・
改善案

⑤類似事務事業との統合・連携の可能性　類似の目的や活動形態を持つ他の事務事業がありますか？　ある場合は、その事務事業との統合・連携ができますか？

こども福祉部 担当課

（３）事務事業を取り巻く環境変化・市民の意見等
昭和47年4月1日栃木県家庭相談員連絡協議会会則施行により、家庭児童相談室の充実強化と児
童福祉の増進を図るため事業に参画する。

２．事務事業の事後評価【Check】

（４）前年度の評価結果に対する改革・改善の取組

社会情勢の変化とともに、要保護児童等の件数も増加傾向にあり、支援・保護の形態について複雑
化しているため、家庭相談員相互の親睦と連絡協調が必要になっている。

なし

①この事務事業は、いつ頃、どのような
きっかけで開始しましたか？

理由・
改善案

削減の余地はない
理由・
改善案

会則により会費が決められており、削減余地はない。

類似事務事業はない

＊類似事務事業があれば、名称を記入

⑥事業費・人件費の削減余地　事務事業の成果を低下させずに事業費・人件費を削減することができますか？

類似事務事業名

目
的
妥
当
性
評
価

④事務事業の成果向上余地　事務事業の成果は出ていますか？　事務事業のやり方・進め方を見直すことで成果を向上させることができますか？

成果向上余地がない
理由・
改善案

連絡協調を図る事で情報収集や技術向上が期待できる。

①政策体系との整合性　この事務事業の目的（対象・意図）は、政策体系（結果）に結びついていますか？

結びついている
理由・
改善案

家庭相談員相互の親睦と連絡協調を強化して、研修会等を通じて家庭相談員の資質の向上を図る
ことは児童福祉の推進につながる。

②公共関与の妥当性　なぜこの事務事業を市が行わなければならないのですか？　民間やNPO、市民団体などに委ねることはできませんか？

当協議会に参画することにより、自治体間での要保護児童に対する情報共有並びに連携体制が取
りやすい。

③対象・意図の妥当性　事務事業の現状や成果から考えて、対象と意図を見直す必要がありますか？

妥当である
理由・
改善案

社会環境の変化に伴い、子どもや家庭の問題が増加傾向であり、危機的な状況になっている。

市が行わなければならない

現状維持（従来通り実施）

増加

有
効
性
評
価

⑧本事業の休止・終了条件（本事業はどんな状態になれば休止・廃止、事業終了となるか？）総
合
評
価

栃木県家庭相談員連絡協議会に市が負担金として支出しているものを家庭相談員個人が負担すべき会費と考えれば事業費は０となる。
しかし協議会の活動目的は「家庭相談室の充実強化と児童福祉の増進、家庭相談員相互の親睦と連絡協調を図ること」であるため、継続
する。

維持

効
率
性
評
価

公
平
性
評
価

３．評価結果の総括と今後の方向性【Action】

（１）今後の事務事業の方向性

⑦受益者負担の適正化余地　この事務事業の受益者は誰ですか？事務事業の目的や成果から考えて受益者負担を見直す必要がありますか？



年 月
年度

３

２

１

３ 市単独事業・国県補助事業

事業分類

任意的事業・義務的事業

実施方法

委託料

事業費

30260

項目

138

R１年度（実績）

60

0

3

　Ｈ５年度～　　年度
リーディングプロジェクト

事務事業名 子育て短期支援事業

基本目標

政　　策

一般

単年度繰り返し

施　　策

2 子育て短期支援事業

事業
期間

会計

基本事業

短縮コード

5924

款

076

1
20

項目

単位

82
82

33

H２９年度
（実績）

33 65件

％

④結果（どのような結果に結びつけますか？）

その他

一般財源

事業費計（A)

佐野市行政評価システム A表（共通シート）

評価対象年度　令和

事業費

（２）総事業費の推移・内訳

政策
体系

予算
科目

元

50.0

302

R３年度（目標）

0

49.0

19

項目

令和

事業費

R２年度
（目標）

50

児童福祉法、児童福祉法施
行規則、佐野市子育て短期支
援事業実施要綱

20 20
76 76
76トータルコスト（A)＋（B)

人
件
費 千円

千円

20
76

1人

時間

76

正規職員従事人数

のべ業務時間

人件費計（B)

日

担当課

担当課長名

R２年度（目標）

266

該当なし

R３年度
（目標）

継続事業

一般事業

17

100.00 100.00

R２年度
（目標）

利用児童数／利用申請児童
数

％

事業
計画

（１）事務事業の手段・目的・結果・各指標

0.00

1

136 378

1

実施計画事業・一般事業

市長市政公約

安心して子育てのできるまちづくり

予算細事業名

こどもの健やかな成長と子育て支援

援護を必要とする子育て家庭への支援

2

根拠
法令

条例等

66.0

0

１．事務事業の現状把握【DO】

R３年度
（見込）

22

R１年度
（実績）

0.00

R２年度
（見込）

②対象（この事務事業は誰・何を対象としていますか？）

日

10

対象指標

利用日数

委託契約施設数

世帯

0

R１年度
（実績）

こども福祉部

①手段（事務事業の主な活動内容を記入します。）

令和元年度実績（令和元年度に行った主な活動内容）

2

家庭児童相談係

5

R３年度
（見込）

R１年度
（実績）

R２年度
（見込）

10

0

ヶ所

0 14

5

H３０年度
（実績）

R３年度
（目標）

項

事業概要（具体的な事務事業の活動内容・進め方）

2

担当係

・児童養護施設３ヶ所、乳児院２ヶ所と委託契約締結（４月）
・利用問い合わせに対して、事業の説明と委託施設の受入状況の確認（必要時）
・令和元年度利用者２人
・事前相談延べ１７件

作成日
事務事業マネジメントシート

任意的事業

家庭児童相談課

政策体系コード 3213

一部委託

岩上　みちよ

国県補助事業

評価区分（事前評価・事後評価） 事後評価（Ａ・Ｂ表）

新規事業・継続事業

該当なし

健やかで元気に暮らせるまちづくり

疾病等の社会的事由により一時的に家庭にお
いて児童の養育ができない保護者から申請を
受け、児童の受け入れ可能な施設を検討し事
業の利用申請の受付・許可を行う。（原則7日
以内で、市民税の課税状況により利用者が負
担あり）

担当
組織

担当部

2

目

その他直接サービス提供事業

事
業
区
分

0

0

事業費の
内訳

千円

千円

千円

千円

地方債

千円 0
0

千円 0県支出金

0

活動指標

利用児童数

目
的

相談児童数

成果指標

疾病等の社会的事由により一時的に家庭にお
いて児童の養育ができなくなった児童。

千円

H２９年度（実績）

0

③意図（この事務事業によって、対象をどのような状態にしたいのですか？）

援護を必要とする家庭に対する支援が充実し
ている。

利用申請のあった家庭の児童を、委託契約し
ている施設に受け入れてもらう。

0

児童虐待相談受理件数

児童虐待相談のうち終結した
割合

H３０年度（実績）

国庫支出金

事
業
費 委託料

投
入
量

財源内訳 単位

事業費

0委託料

項目

0

19

H２９年度
（実績）

0

55

上位成果指標

事業費

委託料

0
項目

単位

人

単位 H２９年度
（実績）

H３０年度
（実績）

46.1

H３０年度
（実績）

単位

H３０年度
（実績）

R１年度
（実績）

H２９年度
（実績）



現在の受益者負担は適正
である

理由・
改善案

受益者は児童を一時的に乳児院や児童養護施設に入所させる保護者である。住民税の課税状況
による受益者負担があり、適正である。

（３）改革･改善を実現するうえで解決すべき
課題（壁）とその解決策

×○

低
下

（２）改革・改善による期待効果

廃止・休止の場合は、記入不要
×の領域は改革改善ではない。

（複数ある場合は、①②・・・と記入します。現状維持の場合は記入しません。）

成
果

コスト

向
上

維
持

× ×

＊評価結果に基づいた改革改善案を記入します。
削減

B表（事後評価シート）

前年度の評価結果 評価結果を受けて行った具体的な改革・改善の取組

現状維持 現状維持により対象外

②事務事業を取り巻く環境（対象者や
国・県などの法令等、社会情勢など）は
事務事業の開始時期や合併前と比べて
どのように変化していますか？

家庭児童相談課 担当係 家庭児童相談係子育て短期支援事業

③この事務事業に対して、関係者（市
民、議会、事務事業対象者）からどのよ
うな意見・要望がありますか？

事務事業名 担当部

理由・
改善案

⑤類似事務事業との統合・連携の可能性　類似の目的や活動形態を持つ他の事務事業がありますか？　ある場合は、その事務事業との統合・連携ができますか？

こども福祉部 担当課

（３）事務事業を取り巻く環境変化・市民の意見等
核家族化、都市化の進展、女性の社会進出等に伴い、子育て機能が低下してきている状況があり、
経済的・精神的負担を軽減するため、平成5年から開始した。

２．事務事業の事後評価【Check】

（４）前年度の評価結果に対する改革・改善の取組

少子高齢化が進み、行政による子育て支援についての要望が大きくなっている。平成16年度までは、国、県からの補
助金（国1/2、県1/4）を受けていたが、平成17年度から次世代育成支援対策交付金による配分となり、平成２５年度か
らは栃木県安心こども特別対策事業費補助金となった。平成２６年度からは保育緊急確保事業費補助金となった。平
成２７年度から子ども・子育て支援交付金となった。

佐野市内に乳児院や児童養護施設等がなく事業を利用するにも不便であったが、平成２５年１月に
市内に乳児院が開設された。

①この事務事業は、いつ頃、どのような
きっかけで開始しましたか？

理由・
改善案

削減の余地はない
理由・
改善案

必要最低限での事業実施のため、削減の余地はない。

類似事務事業はあるが、統
合・連携できない

＊類似事務事業があれば、名称を記入

⑥事業費・人件費の削減余地　事務事業の成果を低下させずに事業費・人件費を削減することができますか？

類似事務事業名 ファミリーサポート・センター事業等

目
的
妥
当
性
評
価

④事務事業の成果向上余地　事務事業の成果は出ていますか？　事務事業のやり方・進め方を見直すことで成果を向上させることができますか？

成果向上余地がない
理由・
改善案

子育て情報誌、市ホームページへの掲載で事業のＰＲをし、家庭児童相談室の相談では必要な方
に案内をした結果、利用申請があった。

①政策体系との整合性　この事務事業の目的（対象・意図）は、政策体系（結果）に結びついていますか？

結びついている
理由・
改善案

疾病等の社会的事由により一時的に家庭において児童の養育ができない保護者から申請を受け、
委託契約している施設に児童を一時的に受け入れてもらうことにより、援護を必要とする家庭に対
する支援に結びつく。

②公共関与の妥当性　なぜこの事務事業を市が行わなければならないのですか？　民間やNPO、市民団体などに委ねることはできませんか？

乳児院や児童養護施設との委託契約の上、緊急時に一時的に対応する事業であることや、佐野市
次世代育成支援行動計画において、事業を継続している事を考え、市が行うことは妥当である。

③対象・意図の妥当性　事務事業の現状や成果から考えて、対象と意図を見直す必要がありますか？

妥当である
理由・
改善案

疾病等の社会的事由により一時的に家庭において児童の養育ができない保護者からの相談に対
応することを目的としているため、対象と意図は妥当である。

市が行わなければならない

現状維持（従来通り実施）

増加

有
効
性
評
価

⑧本事業の休止・終了条件（本事業はどんな状態になれば休止・廃止、事業終了となるか？）総
合
評
価

保護者の疾病などにより一時的に家庭における児童の養育ができなくなった場合に、すみやかに短期間利用できる社会的な入所施設や
制度が_整備されれば事業終了となる。

ファミリー・サポート事業では、時間の制限があり夜間児童を宿泊させて預けることが不可能なた
め、統合はできない。ただし、日中のみの依頼の場合、ファミリー・サポート・センター事業や保育園
の一時保育と連携して事業を行っている。

維持

効
率
性
評
価
公
平
性
評
価

３．評価結果の総括と今後の方向性【Action】

（１）今後の事務事業の方向性

⑦受益者負担の適正化余地　この事務事業の受益者は誰ですか？事務事業の目的や成果から考えて受益者負担を見直す必要がありますか？



年 月
年度

３

２

１

３ 市単独事業・国県補助事業

事業分類

任意的事業・義務的事業

実施方法

負担金補助金及び交付金

事業費

268268

項目

268

R１年度（実績）

268

71

3

　　　年度～　　年度
リーディングプロジェクト

事務事業名 母子寡婦福祉連合会支援事業

基本目標

政　　策

一般

単年度繰り返し

施　　策

2 母子寡婦福祉連合会支援事業

事業
期間

会計

基本事業

短縮コード

6049

款

046

1
12

項目

単位

12

H２９年度
（実績）

11 10件

④結果（どのような結果に結びつけますか？）

その他

一般財源

事業費計（A)

佐野市行政評価システム A表（共通シート）

評価対象年度　令和

事業費

（２）総事業費の推移・内訳

政策
体系

予算
科目

元

268

R３年度（目標）

0
項目

令和

事業費

R２年度
（目標）

10

佐野市母子寡婦福祉連合
会運営費補助金交付要領

12 12
46 46

314トータルコスト（A)＋（B)

人
件
費 千円

千円

12
46

1人

時間

314

正規職員従事人数

のべ業務時間

人件費計（B)

日

担当課

担当課長名

R２年度（目標）

266

該当なし

R３年度
（目標）

継続事業

一般事業

62

139 140

R２年度
（目標）

総会、会議、事業への参加者
数

人

事業
計画

（１）事務事業の手段・目的・結果・各指標

197

1

314 314

1

実施計画事業・一般事業

市長市政公約

安心して子育てのできるまちづくり

予算細事業名

こどもの健やかな成長と子育て支援

援護を必要とする子育て家庭への支援

3

根拠
法令

条例等

91

１．事務事業の現状把握【DO】

R３年度
（見込）

268

R１年度
（実績）

195

R２年度
（見込）

②対象（この事務事業は誰・何を対象としていますか？）

人

62

対象指標

総会、会議、事業への参加者
数
栃木県ひとり親家庭福祉連合
会への参加者数

人

195

R１年度
（実績）

こども福祉部

①手段（事務事業の主な活動内容を記入します。）

令和元年度実績（令和元年度に行った主な活動内容）

10

家庭児童相談係

35

R３年度
（見込）

R１年度
（実績）

R２年度
（見込）

140

12

人

197 139

21

H３０年度
（実績）

R３年度
（目標）

項

事業概要（具体的な事務事業の活動内容・進め方）

2

担当係

（市の活動）
佐野市母子寡婦福祉連合会に補助金の交付、年１回の総会及び会議に出席した。
（佐野市母子寡婦福祉連合会の活動）
役員会、総会、理事会の開催。
未加入母子・寡婦家庭の加入促進、組織の強化、地区活動の強化、地域の福祉向上のための活動。
栃木県ひとり親家庭福祉連合会開催の会議、研修会への参加。

作成日
事務事業マネジメントシート

義務的事業

家庭児童相談課

政策体系コード 3213

直営

岩上　みちよ

市単独事業

評価区分（事前評価・事後評価） 事後評価（Ａ・Ｂ表）

新規事業・継続事業

該当なし

健やかで元気に暮らせるまちづくり

母子家庭及び寡婦の福祉の増進を目的とし
て、佐野市母子寡婦福祉連合会を支援するた
め補助金を交付する。

日常生活支援、自立支援、会員相互の連絡協
調、育児・育英の相談等

担当
組織

担当部

10

目

現金・現物給付事業

事
業
区
分

268

事業費の
内訳

千円

千円

千円

千円

地方債

千円 268
268

千円県支出金

268

活動指標

総会、会議、事業の開催回数

目
的

母子寡婦福祉連合会会員数

成果指標

佐野市母子寡婦福祉連合会

千円

H２９年度（実績）

③意図（この事務事業によって、対象をどのような状態にしたいのですか？）

援護を必要とする家庭に対する支援が充実し
ている

円滑な運営と財政の健全化を図る

自立支援プログラム策定件数

H３０年度（実績）

国庫支出金

事
業
費 負担金補助金及び交付金

投
入
量

財源内訳 単位

事業費

268負担金補助金及び交付金

項目

0

H２９年度
（実績）

12

2058

上位成果指標

事業費

負担金補助金及び交付金

268
項目

単位

回

単位 H２９年度
（実績）

H３０年度
（実績）

H３０年度
（実績）

単位

H３０年度
（実績）

R１年度
（実績）

H２９年度
（実績）



受益者負担を求める必要が
ない

理由・
改善案

ひとり親に対する援助活動であり受益者負担は必要ない。

（３）改革･改善を実現するうえで解決すべき
課題（壁）とその解決策

×○

低
下

（２）改革・改善による期待効果

廃止・休止の場合は、記入不要
×の領域は改革改善ではない。

（複数ある場合は、①②・・・と記入します。現状維持の場合は記入しません。）

成
果

コスト

向
上

維
持

× ×

＊評価結果に基づいた改革改善案を記入します。
削減

B表（事後評価シート）

前年度の評価結果 評価結果を受けて行った具体的な改革・改善の取組

現状維持 現状維持により対象外

②事務事業を取り巻く環境（対象者や
国・県などの法令等、社会情勢など）は
事務事業の開始時期や合併前と比べて
どのように変化していますか？

家庭児童相談課 担当係 家庭児童相談係母子寡婦福祉連合会支援事業

③この事務事業に対して、関係者（市
民、議会、事務事業対象者）からどのよ
うな意見・要望がありますか？

事務事業名 担当部

理由・
改善案

⑤類似事務事業との統合・連携の可能性　類似の目的や活動形態を持つ他の事務事業がありますか？　ある場合は、その事務事業との統合・連携ができますか？

こども福祉部 担当課

（３）事務事業を取り巻く環境変化・市民の意見等
平成２５年度までは、こども福祉部社会福祉課→佐野市社会福祉協議会→母子寡婦福祉連合会と
いうルートで補助金を交付していた。

２．事務事業の事後評価【Check】

（４）前年度の評価結果に対する改革・改善の取組

補助金の見直しによる削減計画により、平成23年度335千円、平成24年度318千円、平成25年度301
千円、平成26年度284千円、平成27年度以降268千円となった。

なし

①この事務事業は、いつ頃、どのような
きっかけで開始しましたか？

理由・
改善案

削減の余地はない
理由・
改善案

市の補助金見直し計画により補助金を交付しているため削減の余地はない。

類似事務事業はない

＊類似事務事業があれば、名称を記入

⑥事業費・人件費の削減余地　事務事業の成果を低下させずに事業費・人件費を削減することができますか？

類似事務事業名

目
的
妥
当
性
評
価

④事務事業の成果向上余地　事務事業の成果は出ていますか？　事務事業のやり方・進め方を見直すことで成果を向上させることができますか？

成果向上余地がない
理由・
改善案

自主的に活発な活動を行っており成果は上がっている。

①政策体系との整合性　この事務事業の目的（対象・意図）は、政策体系（結果）に結びついていますか？

結びついている
理由・
改善案

経済的にも精神的にも負担の多い母子・寡婦を対象とした支援事業は市の政策に結びついている。

②公共関与の妥当性　なぜこの事務事業を市が行わなければならないのですか？　民間やNPO、市民団体などに委ねることはできませんか？

ひとり親家庭への支援に携わっている団体と連携を図ることにより、ひとり親家庭の自立促進に向
けた事業の推進になる。

③対象・意図の妥当性　事務事業の現状や成果から考えて、対象と意図を見直す必要がありますか？

妥当である
理由・
改善案

公益財団法人栃木県ひとり親家庭福祉連合会と連携し、社会の中で自立して生活できるよう協力・
指導を強化しているため対象と意図は妥当である。

市が行わなければならない

現状維持（従来通り実施）

増加

有
効
性
評
価

⑧本事業の休止・終了条件（本事業はどんな状態になれば休止・廃止、事業終了となるか？）総
合
評
価

ひとり親家庭が増加傾向にあることから事業廃止することは考えにくい。

維持

効
率
性
評
価

公
平
性
評
価

３．評価結果の総括と今後の方向性【Action】

（１）今後の事務事業の方向性

⑦受益者負担の適正化余地　この事務事業の受益者は誰ですか？事務事業の目的や成果から考えて受益者負担を見直す必要がありますか？



年 月
年度

３

２

１

３

0

H２９年度
（実績）

1

上位成果指標

事業費

負担金補助金及び交付金

7
項目

単位

回数

単位 H２９年度
（実績）

H３０年度
（実績）

46.1

H３０年度
（実績）

単位

H３０年度
（実績）

R１年度
（実績）

H２９年度
（実績）

事業費

7負担金補助金及び交付金

項目

活動指標

総会及び会議出席回数

目
的

県南地区の里親数

成果指標

県南地区里親会

千円

H２９年度（実績）

③意図（この事務事業によって、対象をどのような状態にしたいのですか？）

援護を必要とする家庭に対する支援が充実し
ている。

円滑な運営と財政の健全化を図る

児童虐待相談受理件数

児童虐待相談のうち、終結し
た割合

H３０年度（実績）

国庫支出金

事
業
費 負担金補助金及び交付金

投
入
量

財源内訳 単位

7

事業費の
内訳

千円

千円

千円

千円

地方債

千円 7
7

千円県支出金

7

2

担当係

(市の活動）
・県南地区里親会に負担金の支出、年1回の総会及び会議に出席した。

（県南地区里親会の活動）
・年3回の会議、年3回の研修会、年3回の各種大会開催及び諸活動の実施

作成日
事務事業マネジメントシート

義務的事業

家庭児童相談課

政策体系コード 3213

直営

岩上　みちよ

市単独事業

評価区分（事前評価・事後評価） 事後評価（Ａ・Ｂ表）

新規事業・継続事業

該当なし

健やかで元気に暮らせるまちづくり

  県南地区里親会の運営や事業に充当するた
め負担金を支出している。里親会の年1回の
総会及び会議に出席することにより里親制度
の情報収集や意見交換を行っている。

※県南地区里親会は、里親相互の連携協調
と委託児童の福祉の推進を量ることを目的と
している団体である。県南地区の地方公共団
体が、会の運営や事業に充当するための費用
を負担している。

担当
組織

担当部

1

目

参画事業

事
業
区
分

R１年度
（実績）

こども福祉部

①手段（事務事業の主な活動内容を記入します。）

令和元年度実績（令和元年度に行った主な活動内容）

0

家庭児童相談係

R３年度
（見込）

R１年度
（実績）

R２年度
（見込）

58

1

57 58

H３０年度
（実績）

R３年度
（目標）

項

事業概要（具体的な事務事業の活動内容・進め方）

R２年度
（見込）

②対象（この事務事業は誰・何を対象としていますか？）

人

90

対象指標

総会及び会議出席者数

組

64

実施計画事業・一般事業

市長市政公約

安心して子育てのできるまちづくり

予算細事業名

こどもの健やかな成長と子育て支援

援護を必要とする子育て家庭への支援

1

根拠
法令

条例等

66.0

87

１．事務事業の現状把握【DO】

R３年度
（見込）

7

R１年度
（実績）

53活動（研修会・各種大会）に参
加した里親数（延べ人数）

人

事業
計画

（１）事務事業の手段・目的・結果・各指標

79

2

53 53

2

日

担当課

担当課長名

R２年度（目標）

266

該当なし

R３年度
（目標）

継続事業

一般事業

81

58 50

R２年度
（目標）

12 12
46 46
53トータルコスト（A)＋（B)

人
件
費 千円

千円

12
46

2人

時間

53

正規職員従事人数

のべ業務時間

人件費計（B)

令和

事業費

R２年度
（目標）

50

県南地区里親会会則

佐野市行政評価システム A表（共通シート）

評価対象年度　令和 

事業費

（２）総事業費の推移・内訳

政策
体系

予算
科目

元

50.0

7

R３年度（目標）

0

49.0

項目 項目

単位

33

H２９年度
（実績）

33 65件

％

④結果（どのような結果に結びつけますか？）

その他

一般財源

事業費計（A)

046

2
12

3

　Ｓ５８年度～　　年度
リーディングプロジェクト

事務事業名 県南地区里親会参画事業

基本目標

政　　策

一般

単年度繰り返し

施　　策

2 県南地区里親会参画事業

事業
期間

会計

基本事業

短縮コード

5653

款

市単独事業・国県補助事業

事業分類

任意的事業・義務的事業

実施方法

負担金補助金及び交付金

事業費

77

項目

7

R１年度（実績）

7

87



現状維持（従来通り実施）

増加

有
効
性
評
価

⑧本事業の休止・終了条件（本事業はどんな状態になれば休止・廃止、事業終了となるか？）総
合
評
価

社会情勢の変化とともに、援護を必要とする子どもが増加傾向にあることから、事業を廃止することは考えにくい。

維持

効
率
性
評
価

公
平
性
評
価

３．評価結果の総括と今後の方向性【Action】

（１）今後の事務事業の方向性

⑦受益者負担の適正化余地　この事務事業の受益者は誰ですか？事務事業の目的や成果から考えて受益者負担を見直す必要がありますか？

目
的
妥
当
性
評
価

④事務事業の成果向上余地　事務事業の成果は出ていますか？　事務事業のやり方・進め方を見直すことで成果を向上させることができますか？

成果向上余地がない
理由・
改善案

各自治体に法令外負担金として要請されている。また、里親会の運営は児童相談所が管轄してい
る。

①政策体系との整合性　この事務事業の目的（対象・意図）は、政策体系（結果）に結びついていますか？

結びついている
理由・
改善案

里親制度の普及啓発と委託児童の福祉を推進し、里親の資質の向上を図ることは、子どもの健全
育成を図っていく上で極めて有意義な役割を担っている。援助を必要とする子どもに対しての政策
体系と結びつく。

②公共関与の妥当性　なぜこの事務事業を市が行わなければならないのですか？　民間やNPO、市民団体などに委ねることはできませんか？

里親会のような民間団体等は少なく、地域の委託児童を監護する里親会の促進は必要である。

③対象・意図の妥当性　事務事業の現状や成果から考えて、対象と意図を見直す必要がありますか？

妥当である
理由・
改善案

要保護児童が増加傾向にあり、里親制度の普及と里親会の促進が必要である。

市が行わなければならない

理由・
改善案

削減の余地はない
理由・
改善案

援護を必要とする子どもが増加傾向にあり、子どもの健全育成を図っていく上で極めて重要な役割
を担う里親が充分でない現状がある。事務局からは、里親制度の普及啓発に対してより一層の協力
要請を受けている。必要最小限の事業実施のため、削減の余地はない。

類似事務事業はない

＊類似事務事業があれば、名称を記入

⑥事業費・人件費の削減余地　事務事業の成果を低下させずに事業費・人件費を削減することができますか？

類似事務事業名

事務事業名 担当部

理由・
改善案

⑤類似事務事業との統合・連携の可能性　類似の目的や活動形態を持つ他の事務事業がありますか？　ある場合は、その事務事業との統合・連携ができますか？

こども福祉部 担当課

（３）事務事業を取り巻く環境変化・市民の意見等
昭和58年6月18日県南地区里親会会則施行により、里親制度の普及啓発と委託児童の福祉を推進
を図るため事業に参画する。

２．事務事業の事後評価【Check】

（４）前年度の評価結果に対する改革・改善の取組

社会情勢の変化とともに、里親の必要性が増してきている状況であるが、里親の登録数は、まだまだ十分で
ない。　平成28年の児童福祉法改正では、子どもが権利の主体であることを明確にし、家庭への養育支援か
ら代替養育までの社会的養育の充実とともに、実親による養育が困難であれば、特別養子縁組による永続
的解決や里親による養育を推進する「新しい社会的養育ビジョン」が示めされた。

平成29年12月議会において「里親登録数、里親制度の県や児童相談所との連携、里親制度の周
知」について質問が出された。

①この事務事業は、いつ頃、どのような
きっかけで開始しましたか？

＊評価結果に基づいた改革改善案を記入します。
削減

B表（事後評価シート）

前年度の評価結果 評価結果を受けて行った具体的な改革・改善の取組

現状維持 現状維持により対象外

②事務事業を取り巻く環境（対象者や
国・県などの法令等、社会情勢など）は
事務事業の開始時期や合併前と比べて
どのように変化していますか？

家庭児童相談課 担当係 家庭児童相談係県南地区里親会参画事業

③この事務事業に対して、関係者（市
民、議会、事務事業対象者）からどのよ
うな意見・要望がありますか？

コスト

向
上

維
持

× ×

受益者負担を求める必要が
ない

理由・
改善案

平成18年度に見直しを行い、現状の負担参画になっている。子どもに対する援助活動であり、受益
者負担は、必要ない。

（３）改革･改善を実現するうえで解決すべき
課題（壁）とその解決策

×○

低
下

（２）改革・改善による期待効果

廃止・休止の場合は、記入不要
×の領域は改革改善ではない。

（複数ある場合は、①②・・・と記入します。現状維持の場合は記入しません。）

成
果



年 月
年度

３

２

１

３

H２９年度
（実績）

83

44

上位成果指標

事業費

報酬

6,484
項目

単位

件

単位 H２９年度
（実績）

H３０年度
（実績）

46.1

H３０年度
（実績）

単位

H３０年度
（実績）

R１年度
（実績）

H２９年度
（実績）

48

②対象（この事務事業は誰・何を対象としていますか？）

160

対象指標

事
業
費 報酬

投
入
量

財源内訳 単位

事業費

4,188報酬

項目

需用費

役務費 57

共済費

償還金

35

760
県支出金

4,188

活動指標

今年度相談受理件数

目
的

相談総件数

成果指標

１８歳未満の児童を養育している親と児童で指
導及び援助を必要とするもの。

千円

H２９年度（実績）

8

③意図（この事務事業によって、対象をどのような状態にしたいのですか？）

援護を必要とする家庭に対する支援が充実し
ている。

１８歳未満の児童を養育している親と児童が、
心身ともに健やかに育成される。

10

児童虐待相談受理件数

児童虐待相談のうち、終結し
た割合

H３０年度（実績）

国庫支出金

R１年度
（実績）

R３年度
（目標）

R２年度
（見込）

事業費の
内訳

千円

千円

千円

千円

地方債

千円

3,956

8,891

担当係

・家庭における適正な児童養育、その他児童の福祉向上を図るための相談、支援
・児童虐待通告に対しての適切な対応
・虐待ホットラインの設置・対応
・家庭相談員及び職員の資質の向上のための研修会への参加
・児童の相談機関としての「家庭児童相談室」の広報活動　計４回
 　（虐待防止啓発とあわせてリーフレットの配布6月・11月、「広報さの」に掲載８月・１１月）

任意的事業

家庭児童相談課

政策体系コード 3213

直営

岩上　みちよ

市単独事業

評価区分（事前評価・事後評価） 事後評価（Ａ・Ｂ表）

新規事業・継続事業

該当なし

健やかで元気に暮らせるまちづくり

家庭における適正な児童養育、その他児童の
福祉向上を図るための相談、指導及び援助を
推進する。また、関係機関の連携の下、児童
虐待を始め要保護児童等の早期発見・対応に
努め、対象者に対する適切な支援・保護を行
う。

担当
組織

担当部

90

目

相談事業

事
業
区
分

実施計画事業・一般事業

市長市政公約

こども福祉部

①手段（事務事業の主な活動内容を記入します。）

令和元年度実績（令和元年度に行った主な活動内容）

99

家庭児童相談係

4

R３年度
（見込）

R１年度
（実績）

R２年度
（見込）

70

92

人

39 72

4

H３０年度
（実績）

項

事業概要（具体的な事務事業の活動内容・進め方）

件前年度からの継続件数

家庭相談員数

件

48

安心して子育てのできるまちづくり

予算細事業名

こどもの健やかな成長と子育て支援

援護を必要とする子育て家庭への支援

1

654

根拠
法令

条例等

13

家庭児童相談室運営要綱、
佐野市家庭相談員設置規則・
服務規程

3

　S55年度～　　年度

（今年度受理分＋前年度からの継続
分）

12
8,863

10

6,451

655

千円 8

66.0

122

１．事務事業の現状把握【DO】

来年度に継続となる相談件数

R３年度
（見込）

6,303

R１年度
（実績）

74相談終結件数 件

50

13

単位

8

事業
計画

（１）事務事業の手段・目的・結果・各指標

74

件 67

2

償還金

11,651 805

2
1,000 1,000

担当課

担当課長名

R２年度（目標）

需用費 33 需用費

該当なし

R３年度
（目標）

継続事業

一般事業

171

68 80

R２年度
（目標）

R２年度
（目標）

トータルコスト（A)＋（B)

人
件
費 千円

千円

1,000
3,816

2人

時間

12,707

正規職員従事人数

のべ業務時間

人件費計（B)

項目

3,821 3,815
10,305 0

49.0

760

項目 事業費

役務費 57 2,952

償還金 1,551

件

％

④結果（どのような結果に結びつけますか？）

その他

一般財源

事業費計（A)

佐野市行政評価システム A表（共通シート）

評価対象年度　令和

658

事業費

（２）総事業費の推移・内訳

政策
体系

予算
科目

元

80

50.0

42

R３年度（目標）

0

任意的事業・義務的事業

0763

1
200

8

33

H２９年度
（実績）

33 65

リーディングプロジェクト

事務事業名 家庭児童相談室運営事業

基本目標

政　　策

一般

単年度繰り返し

施　　策

2 家庭児童相談室運営事業

事業
期間

会計

基本事業

短縮コード

5642

款

共済費共済費

市単独事業・国県補助事業

事業分類

作成日 令和 2 6 26 日

実施方法

需用費

事業費

42

38

4,188

項目

26

R１年度（実績）

7,836

103

140



現状維持（従来通り実施）

増加

有
効
性
評
価

⑧本事業の休止・終了条件（本事業はどんな状態になれば休止・廃止、事業終了となるか？）総
合
評
価

「児童虐待の防止等に関する法律」「児童福祉法」により児童相談に応じることが市町村の業務とされている。
援護を必要とする家庭や児童がなくなり、すべての子どもが心身ともに健やかに育つ社会になれば終了する。

教育センター及び少年指導センターについては相談業務に関して関連する分野があるが、根拠法
令・対象年齢・支援方法等が異なるため、関連する分野について連携して対応する事は出来るが統
合はできない。

維持

効
率
性
評
価

公
平
性
評
価

３．評価結果の総括と今後の方向性【Action】

（１）今後の事務事業の方向性

⑦受益者負担の適正化余地　この事務事業の受益者は誰ですか？事務事業の目的や成果から考えて受益者負担を見直す必要がありますか？

目
的
妥
当
性
評
価

④事務事業の成果向上余地　事務事業の成果は出ていますか？　事務事業のやり方・進め方を見直すことで成果を向上させることができますか？

成果向上余地がある程度あ
る

理由・
改善案

専門職（保健師、保育士等）を増員することにより、専門性が要求される相談業務の成果を上げるこ
とが考えられる。

①政策体系との整合性　この事務事業の目的（対象・意図）は、政策体系（結果）に結びついていますか？

結びついている
理由・
改善案

少子化・核家族化という社会情勢の変化により、社会全体で子育て支援をして行かなければならな
い時代である。次代を担う子どもたちを含む家族の相談支援は、市の政策になくてはならない。

②公共関与の妥当性　なぜこの事務事業を市が行わなければならないのですか？　民間やNPO、市民団体などに委ねることはできませんか？

平成16年10月から「児童虐待の防止等に関する法律」の改正により市町村も児童虐待の通告受理機関とな
り、平成17年4月から「児童福祉法」改正により児童相談に応じることが市町村の業務として明確化された。さ
らに、平成29年4月から「児童福祉法」改正により児童相談所長は専門的な知識等を要しない支援を必要と
認める者を市町村に送致することとされた。

③対象・意図の妥当性　事務事業の現状や成果から考えて、対象と意図を見直す必要がありますか？

妥当である
理由・
改善案

家庭における適正な児童養育、その他児童の福祉向上を図るための相談、指導及び援助を推進す
ることを目的としているので、対象と意図は妥当である。

市が行わなければならない

理由・
改善案

削減の余地はない
理由・
改善案

必要最小限の人員、事業費であり、事務費の削減余地はない。

類似事務事業はあるが、統
合・連携できない

＊類似事務事業があれば、名称を記入

⑥事業費・人件費の削減余地　事務事業の成果を低下させずに事業費・人件費を削減することができますか？

類似事務事業名 教育センター及び少年指導センターの指導相談業務

事務事業名 担当部

理由・
改善案

⑤類似事務事業との統合・連携の可能性　類似の目的や活動形態を持つ他の事務事業がありますか？　ある場合は、その事務事業との統合・連携ができますか？

こども福祉部 担当課

（３）事務事業を取り巻く環境変化・市民の意見等
昭和39年厚生省発令による家庭児童相談室設置運営要綱により、相談室を設置運営するものであ
る。また、昭和55年から佐野市家庭相談員設置規則により家庭相談員を置き事業を開始する。

２．事務事業の事後評価【Check】

（４）前年度の評価結果に対する改革・改善の取組

少子化・核家族化という社会情勢の変化とともに、要保護児童等の相談件数も増加傾向にあり、支援・保護の形態につ
いても複雑化している。平成16年10月から「児童虐待の防止等に関する法律」の改正により市町村も児童虐待の通告
受理機関となった。平成17年4月から「児童福祉法」改正により児童相談に応じることが市町村の業務と明確化された。
平成29年4月から「児童福祉法」改正により児童相談所長は専門的な知識等を要しない支援を必要と認める者を市町村
に送致することとされた。

平成29年2月議会において「幼児虐待の相談を受けた職員が燃え尽き症候群等で退職に至る事例
があるのか」との質問が出された。

①この事務事業は、いつ頃、どのような
きっかけで開始しましたか？

＊評価結果に基づいた改革改善案を記入します。
削減

B表（事後評価シート）

前年度の評価結果 評価結果を受けて行った具体的な改革・改善の取組
事業のやり方改善（成果向上の見直し） 虐待対応専門員として保健師の配置を行った。

②事務事業を取り巻く環境（対象者や
国・県などの法令等、社会情勢など）は
事務事業の開始時期や合併前と比べて
どのように変化していますか？

家庭児童相談課 担当係 家庭児童相談係家庭児童相談室運営事業

③この事務事業に対して、関係者（市
民、議会、事務事業対象者）からどのよ
うな意見・要望がありますか？

コスト

向
上

維
持

× ×

受益者負担を求める必要が
ない

理由・
改善案

市町村が、平成17年4月から児童福祉法等の一部改正により通告受理機関に加えられるとともに、
あらゆる子どもと家庭に対しての第一義的な相談支援機関となったため公平性の偏りはない。受益
者は、市民であり受益者負担はない。

（３）改革･改善を実現するうえで解決すべき
課題（壁）とその解決策

×○

低
下

（２）改革・改善による期待効果

廃止・休止の場合は、記入不要
×の領域は改革改善ではない。

（複数ある場合は、①②・・・と記入します。現状維持の場合は記入しません。）

成
果



年 月
年度

３

２

１

３ 市単独事業・国県補助事業

事業分類

任意的事業・義務的事業

850

実施方法

報酬

事業費

4,232

917

76

480

項目

4,975

R１年度（実績）

556

100.0

79

3

3

　H28年度～　　年度
リーディングプロジェクト

旅費

事務事業名 養育支援訪問事業

基本目標

政　　策

一般

単年度繰り返し

施　　策

2 養育支援訪問事業

事業
期間

会計

基本事業

短縮コード

5657

款

需用費需用費

05,723

2
1,500

委託料

7需用費

項目

単位

811
811

33

H２９年度
（実績）

33 65件

％

④結果（どのような結果に結びつけますか？）

その他

一般財源

事業費計（A)

佐野市行政評価システム A表（共通シート）

評価対象年度　令和

0 職員手当等

事業費

（２）総事業費の推移・内訳

16

政策
体系

予算
科目

元

100.0

50.0

6,613

R３年度（目標）

0

49.0

12

項目

令和

事業費

R２年度
（目標）

50

共催費

児童福祉法、子ども・子育
て支援法、佐野市養育支
援訪問事業実施要綱

500 500
1,911 1,908
2,503トータルコスト（A)＋（B)

人
件
費 千円

千円

500
1,908

1人

時間

2,511

正規職員従事人数

のべ業務時間

人件費計（B)

日

担当課

担当課長名

R２年度（目標）

委託料 112 委託料

266

該当なし

R３年度
（目標）

継続事業

一般事業

112

100.0 100.0

R２年度
（目標）

専門的相談支援を行った家庭 /
専門的相談支援の必要な家庭

％

事業
計画

（１）事務事業の手段・目的・結果・各指標

100.0

％ 100.0

1

2,464 12,336

128

479

1

実施計画事業・一般事業

市長市政公約

安心して子育てのできるまちづくり

予算細事業名

こどもの健やかな成長と子育て支援

援護を必要とする子育て家庭への支援

1

0

根拠
法令

条例等

件

66.0

42

１．事務事業の現状把握【DO】

育児・家事援助を行った家庭 /
育児・家事援助の必要な家庭

R３年度
（見込）

532

3

R１年度
（実績）

100.0

育児・家事援助の必要な家庭 2

R２年度
（見込）

②対象（この事務事業は誰・何を対象としていますか？）

件

70

対象指標

育児・家事援助の延べ件数

件

46

R１年度
（実績）

こども福祉部

①手段（事務事業の主な活動内容を記入します。）

令和元年度実績（令和元年度に行った主な活動内容）

195

家庭児童相談係

R３年度
（見込）

R１年度
（実績）

R２年度
（見込）

30

101

25 31

H３０年度
（実績）

R３年度
（目標）

2

項

事業概要（具体的な事務事業の活動内容・進め方）

2

担当係

・ヘルパー事業所１ヶ所と委託契約締結（４月）
・ヘルパー委託の受入状況の確認（必要時）
・養育支援会議月1回

作成日
事務事業マネジメントシート

任意的事業

家庭児童相談課

政策体系コード 3213

一部委託

岩上　みちよ

国県補助事業

評価区分（事前評価・事後評価） 事後評価（Ａ・Ｂ表）

新規事業・継続事業

該当なし

健やかで元気に暮らせるまちづくり

養育支援が特に必要である家庭を訪問し、育
児指導、栄養指導、家事等の援助、その他養
育に関する指導及び助言等の養育支援訪問
事業を実施することにより、当該家庭における
安定した児童の養育を確保し児童虐待を未然
に防止する。

担当
組織

担当部

150

目

相談事業

事
業
区
分

201

213

事業費の
内訳

千円

千円

千円

千円

地方債

千円 603
166

0

千円 201県支出金

480

活動指標

専門的相談支援の延べ件数

目
的

専門的相談支援の必要な家庭

成果指標

・若年の妊婦及び妊娠健康診査未受診や望まない妊娠等の妊娠期
からの継続的な支援を特に必要とする家庭。
・出産後間もない時期（おおむね1年程度）の養育者が育児ストレス、
産後うつ状態、育児ノイローゼ等の問題によって、子育てに対して強
い不安や孤独感等を訴える家庭。
・食事、衣服、生活環境等について、不適切な養育状態にある家庭な
ど、虐待のおそれやそのリスクを抱え、特に支援が必要と認められる
家庭。

千円

H２９年度（実績）

201

③意図（この事務事業によって、対象をどのような状態にしたいのですか？）

援護を必要とする家庭に対する支援が充実し
ている。

当該家庭の適切な養育の実施を確保すること
が出来る。

213

児童虐待相談受理件数

児童虐待相談のうち終結した
割合

H３０年度（実績）

国庫支出金

事
業
費 給料

投
入
量

財源内訳 単位

事業費

544給料

項目

委託料

需用費

59

0

12

H２９年度
（実績）

103

上位成果指標

事業費

給料

592
項目

単位

件

単位 H２９年度
（実績）

H３０年度
（実績）

46.1

H３０年度
（実績）

単位

H３０年度
（実績）

R１年度
（実績）

H２９年度
（実績）

100.0



受益者負担を求める必要が
ない

理由・
改善案

養育支援が必要な家庭に支援を行うため、受益者負担を求めるのは困難である。

（３）改革･改善を実現するうえで解決すべき
課題（壁）とその解決策

事業の目的を踏まえ、専門的相談支援
及び育児家事援助については、保健
師、保育士等の専門職を増員、配置す
る。

×

低
下

（２）改革・改善による期待効果

廃止・休止の場合は、記入不要
×の領域は改革改善ではない。

（複数ある場合は、①②・・・と記入します。現状維持の場合は記入しません。）

○

成
果

コスト

向
上

維
持

× ×

相談業務に対する専門的知識を持った有資格者の配置

＊評価結果に基づいた改革改善案を記入します。
削減

B表（事後評価シート）

前年度の評価結果 評価結果を受けて行った具体的な改革・改善の取組

現状維持 現状維持により対象外

②事務事業を取り巻く環境（対象者や
国・県などの法令等、社会情勢など）は
事務事業の開始時期や合併前と比べて
どのように変化していますか？

家庭児童相談課 担当係 家庭児童相談係養育支援訪問事業

③この事務事業に対して、関係者（市
民、議会、事務事業対象者）からどのよ
うな意見・要望がありますか？

事務事業名 担当部

理由・
改善案

⑤類似事務事業との統合・連携の可能性　類似の目的や活動形態を持つ他の事務事業がありますか？　ある場合は、その事務事業との統合・連携ができますか？

こども福祉部 担当課

（３）事務事業を取り巻く環境変化・市民の意見等
出産後の養育について出産前において支援が特に必要と認められる妊婦や、子育てに対して不安や孤独感等を訴える
家庭や、食事、衣服、生活環境等において不適切な養育状態にある家庭など、虐待の恐れやそのリスクを抱え支援が
特に必要と認められる家庭があり、その家庭への支援が必要なため、平成28年から開始した。

２．事務事業の事後評価【Check】

（４）前年度の評価結果に対する改革・改善の取組

児童福祉法の改正により、乳児家庭全戸訪問事業及び養育支援訪問事業（平成２１年４月１日施行）が新設
され、事業実施について国と県からの補助がそれぞれ１/３ある。少子化・核家族化という社会情勢の中で、
養育支援を必要とする家庭は増加すると考えられる。

市民・議会からの意見や要望は特にない。

①この事務事業は、いつ頃、どのような
きっかけで開始しましたか？

理由・
改善案

削減の余地はない
理由・
改善案

必要最低限での事業実施のため、削減の余地はない。

類似事務事業はない

＊類似事務事業があれば、名称を記入

⑥事業費・人件費の削減余地　事務事業の成果を低下させずに事業費・人件費を削減することができますか？

類似事務事業名

目
的
妥
当
性
評
価

④事務事業の成果向上余地　事務事業の成果は出ていますか？　事務事業のやり方・進め方を見直すことで成果を向上させることができますか？

成果向上余地がない
理由・
改善案

乳児家庭全戸訪問事業により支援が必要と思われる家庭に対して、定期的に個別ケース検討を行
い、専門的相談支援や育児家事援助を実施することができた。健康増進課の保健師による乳児家
庭全戸訪問事業により、該当者を漏れなく把握することにより成果を出すことが出来ている。

①政策体系との整合性　この事務事業の目的（対象・意図）は、政策体系（結果）に結びついていますか？

結びついている
理由・
改善案

保護者の養育を支援することが特に必要と認められる児童若しくは保護者に監護させることが不適
切であると認められる児童及びその保護者又は、出産後の養育について出産前において支援を行
うことが特に必要な妊婦に対し、支援を行うことは市の政策に結びついている。

②公共関与の妥当性　なぜこの事務事業を市が行わなければならないのですか？　民間やNPO、市民団体などに委ねることはできませんか？

児童福祉法に基づき実施する事業であるため、市が行うのは妥当である。

③対象・意図の妥当性　事務事業の現状や成果から考えて、対象と意図を見直す必要がありますか？

妥当である
理由・
改善案

乳幼児の健全な成長のために養育支援訪問事業は必要であり、児童虐待の減少に結びつく。

市が行わなければならない

事業のやり方改善（成果向
上の見直し）

増加

有
効
性
評
価

⑧本事業の休止・終了条件（本事業はどんな状態になれば休止・廃止、事業終了となるか？）総
合
評
価

養育支援が必要な家庭がなくなるまで。

維持

効
率
性
評
価

公
平
性
評
価

３．評価結果の総括と今後の方向性【Action】

（１）今後の事務事業の方向性

⑦受益者負担の適正化余地　この事務事業の受益者は誰ですか？事務事業の目的や成果から考えて受益者負担を見直す必要がありますか？



年 月
年度

３

２

１

３

0

11,923

H２９年度
（実績）

889

上位成果指標

事業費

扶助費

9,273
項目

単位

件

単位 H２９年度
（実績）

H３０年度
（実績）

46.1

H３０年度
（実績）

単位

H３０年度
（実績）

R１年度
（実績）

H２９年度
（実績）

事業費

8,317扶助費

項目

活動指標

母子・父子相談延件数

目
的

高等職業訓練促進給付金支給件数

成果指標

母子家庭の母又は父子家庭の父で、経済的
自立を目指し資格取得のための給付金を求
める者

千円

H２９年度（実績）

7,573

③意図（この事務事業によって、対象をどのような状態にしたいのですか？）

援護を必要とする家庭に対する支援が充実し
ている。

母子家庭の母又は父子家庭の父が就労に有
利な資格を取得し、就労することにより経済的
に自立した生活が出来る。

9,205

児童虐待相談受理件数

児童虐待相談のうち、終結し
た割合

H３０年度（実績）

国庫支出金

事
業
費 扶助費

投
入
量

財源内訳 単位

744

事業費の
内訳

千円

千円

千円

千円

地方債

千円 8,317
68

千円県支出金

9,273

2

担当係

・高等職業訓練促進給付金支給件数　9件 12,059,500 円
・高等職業訓練修了給付金支給件数　2件 75,000円
・自立支援教育訓練給付金支給件数　1件 46,651円

作成日
事務事業マネジメントシート

任意的事業

家庭児童相談課

政策体系コード 3213

直営

岩上　みちよ

国県補助事業

評価区分（事前評価・事後評価） 事後評価（Ａ・Ｂ表）

新規事業・継続事業

該当なし

健やかで元気に暮らせるまちづくり

母子家庭の母又は父子家庭の父の経済的な
自立を支援するため、就労に有利な資格取得
の支援に取り組むため次の二つの給付金事
業を行う。
・自立のために教育訓練を受けた時、自立支
援教育訓練給付金として、その一部を給付す
る。
・母子家庭の母又は父子家庭の父が看護師
や会議御福祉士等の資格取得のため、1年以
上の養成機関修業する場合に、修業期間中
の生活の負担軽減のために高等職業訓練促
進費等を給付する。

担当
組織

担当部

700

目

現金・現物給付事業

事
業
区
分

R１年度
（実績）

こども福祉部

①手段（事務事業の主な活動内容を記入します。）

令和元年度実績（令和元年度に行った主な活動内容）

700

家庭児童相談係

R３年度
（見込）

R１年度
（実績）

R２年度
（見込）

160

883

166 176

H３０年度
（実績）

R３年度
（目標）

2

項

事業概要（具体的な事務事業の活動内容・進め方）

高等職業訓練修了給付金支給件数 7

R２年度
（見込）

②対象（この事務事業は誰・何を対象としていますか？）

件

9

対象指標

うち資格取得に関する相談件
数

件

179

実施計画事業・一般事業

市長市政公約

安心して子育てのできるまちづくり

予算細事業名

こどもの健やかな成長と子育て支援

援護を必要とする子育て家庭への支援

3

根拠
法令

条例等

件

66.0

8

自立支援教育訓練給付金支給件数 件 1

１．事務事業の現状把握【DO】

R３年度
（見込）

259

2

1

R１年度
（実績）

100.0資格所得を生かして就労した
割合

％

事業
計画

（１）事務事業の手段・目的・結果・各指標

100.0

1

12,373 16,066

1

日

担当課

担当課長名

R２年度（目標）

266

該当なし

R３年度
（目標）

継続事業

一般事業

9

100.0 100.0

R２年度
（目標）

50 50
191 191

9,464トータルコスト（A)＋（B)

人
件
費 千円

千円

50
191

1人

時間

8,508

正規職員従事人数

のべ業務時間

人件費計（B)

令和

事業費

R２年度
（目標）

50

・母子及び父子並びに寡婦福祉法
・佐野市自立支援教育訓練給付金事業実施規則
・佐野市高等職業訓練促進給付金等事業実施規則

佐野市行政評価システム A表（共通シート）

評価対象年度　令和

事業費

（２）総事業費の推移・内訳

政策
体系

予算
科目

元

50.0

15,875

R３年度（目標）

0

49.0

項目 項目

単位

11,906

33

H２９年度
（実績）

33 65件

％

④結果（どのような結果に結びつけますか？）

その他

一般財源

事業費計（A)

0191

1
50

3

　Ｈ２７年度～　　年度
リーディングプロジェクト

事務事業名 母子家庭等自立支援給付金事業

基本目標

政　　策

一般

単年度繰り返し

施　　策

2 母子家庭等自立支援給付金事業

事業
期間

会計

基本事業

短縮コード

6051

款

市単独事業・国県補助事業

事業分類

任意的事業・義務的事業

実施方法

扶助費

事業費

15,87512,182

項目

3,969

R１年度（実績）

12,182

4

9

1

1



現状維持（従来通り実施）

増加

有
効
性
評
価

⑧本事業の休止・終了条件（本事業はどんな状態になれば休止・廃止、事業終了となるか？）総
合
評
価

離婚件数は増加傾向にあり、経済的に不安定になった家庭に対し、経済的に自立できるよう支援を行う事業のため事業の休止・廃止は
困難である。

維持

効
率
性
評
価
公
平
性
評
価

３．評価結果の総括と今後の方向性【Action】

（１）今後の事務事業の方向性

⑦受益者負担の適正化余地　この事務事業の受益者は誰ですか？事務事業の目的や成果から考えて受益者負担を見直す必要がありますか？

目
的
妥
当
性
評
価

④事務事業の成果向上余地　事務事業の成果は出ていますか？　事務事業のやり方・進め方を見直すことで成果を向上させることができますか？

成果向上余地がない
理由・
改善案

毎年一定の受給者がおり成果は出ている。

①政策体系との整合性　この事務事業の目的（対象・意図）は、政策体系（結果）に結びついていますか？

結びついている
理由・
改善案

母子家庭の母又は父子家庭の父で、経済的自立を目指し資格取得を目指す者に対しての支援で
あるので施策に結びついている。

②公共関与の妥当性　なぜこの事務事業を市が行わなければならないのですか？　民間やNPO、市民団体などに委ねることはできませんか？

母子及び父子並びに寡婦福祉法に基づき実施する事業であるので、市が行うのは妥当である。

③対象・意図の妥当性　事務事業の現状や成果から考えて、対象と意図を見直す必要がありますか？

妥当である
理由・
改善案

貧困率の高いひとり親の母子家庭等が対象になっているため対象と意図は妥当である。

市が行わなければならない

理由・
改善案

削減の余地はない
理由・
改善案

母子及び父子並びに寡婦福祉法に基づき実施する事業であり削減の余地はない。

類似事務事業はない

＊類似事務事業があれば、名称を記入

⑥事業費・人件費の削減余地　事務事業の成果を低下させずに事業費・人件費を削減することができますか？

類似事務事業名

事務事業名 担当部

理由・
改善案

⑤類似事務事業との統合・連携の可能性　類似の目的や活動形態を持つ他の事務事業がありますか？　ある場合は、その事務事業との統合・連携ができますか？

こども福祉部 担当課

（３）事務事業を取り巻く環境変化・市民の意見等
就業に結びつきやすい資格の所得を目的とする養成機関は、一定期間のカリキュラムを受講するこ
とが必要である。その受講に際してその期間中の生活の安定を解消し、安定した就業環境を提供す
る必要があるため平成２７年４月より事業開始した。

２．事務事業の事後評価【Check】

（４）前年度の評価結果に対する改革・改善の取組

栃木県内で高等職業訓練促進費等事業を実施していないのは佐野市だけであった。

対象者からは事業開始を喜ぶ意見があった。３０年度においても事業に対する問い合わせが来て
いる。

①この事務事業は、いつ頃、どのような
きっかけで開始しましたか？

＊評価結果に基づいた改革改善案を記入します。
削減

B表（事後評価シート）

前年度の評価結果 評価結果を受けて行った具体的な改革・改善の取組

現状維持 現状維持により対象外

②事務事業を取り巻く環境（対象者や
国・県などの法令等、社会情勢など）は
事務事業の開始時期や合併前と比べて
どのように変化していますか？

家庭児童相談課 担当係 家庭児童相談係母子家庭等自立支援給付金事業

③この事務事業に対して、関係者（市
民、議会、事務事業対象者）からどのよ
うな意見・要望がありますか？

コスト

向
上

維
持

× ×

受益者負担を求める必要が
ない

理由・
改善案

経済的に不安定な家庭に受益者負担を求めるのは困難である。

（３）改革･改善を実現するうえで解決すべき
課題（壁）とその解決策

×○

低
下

（２）改革・改善による期待効果

廃止・休止の場合は、記入不要
×の領域は改革改善ではない。

（複数ある場合は、①②・・・と記入します。現状維持の場合は記入しません。）

成
果


